









On the Problem of Long Working Hours for  
Regular White Collar Workers since the 1990s:  


























































































  (５)―ⅰ 変形労働時間制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・126 
  (５)―ⅱ 裁量労働制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・131 










































































































らの 3 つの機関の所在地がワシントン DC であるのでこのような名がつけられているのだ
が、その「合意」とは、貿易の自由化と資本市場の自由化(市場原理）、小さな政府と規制

























































どっている。このように 1980 年代後半と 90 年代に共通しているのは、長時間労働を担っ
ているのは、「工場などで現場作業に携わるいわゆるブルーカラー層ではなく、オフィスな
どで非現業的業務に携わるホワイトカラー」である11。 






























































































































































その中心的な研究者の一人 Thompson(2003) Disconnected Capitalism: Or Why 


















                                                   
20Disconnected とは、「分断された」「断絶された」「疎外された」という意味を持つ。す
なわち、Disconnected Capitalism は、企業と働く側に大きな溝が生じていることを意味
すると言えよう。Disconnected Capitalism という概念は、現在、International Labour 
Process Conference (ILPC) における重要テーマの一つである。2012 年 5 月に行われた












すなわち Critical Management Studies(CMS)学派を中心に、活発な議論が展開されてい
る。それは、Alvesson(1987)が批判するように、企業経営の利益追求への関心を向けてきた
主流派経営学に対する批判的視点からの研究である22。本研究の分析の領域である人事労務
管理においては、Critical Human Resource Management(CHRM)と名付けられた分野で、

















                                                   
22Alvesson(1987)。 
23Delbridge and Keenoy(2010)。 
24Godard(2004)。 
25Thompson(2011)。 















Disconnected Capitalism という視点はその素材を提供している。 
欧米と、日本の異同に注意を払いながら、長時間労働が発生する過程、すなわち、労働の











                                                   




























































































































































































第 6 章「事例研究 A 社における労働時間短縮運動」では、労使共同で労働時間短縮運動


































査」の特別集計から、働き盛りの男性の 5 人に１人が週に 60 時間以上働いていることを指
摘する1。注目すべきは、それだけに留まらず、年代別の分析、とりわけ、30 代の働き過ぎ







時間労働者の特徴を次の 6 点にまとめている。第 1 に、性別でみると女性よりも男性が長

















労働時間は 1976 年から 1986 年にかけてどの層でも 0.5~1 時間程度増加したが、法定労働
時間が週 48 時間から 40 時間に短縮されたこともあって、1986 年以降はほぼ横ばいになっ
ている。それにも関わらず 30 代・大卒については 1986 年以降も平日の労働時間が増加を
続けており、1 日当たり 0.3 時間程度の増加がみられるのである。この事実は看過すべきな
はない。ここに労働時間短縮が進まなかった 30 代の長時間労働問題の深刻さがある。 
こうした小倉や黒田らの研究成果を受けて、玄田有史(2010)は、1990 年代以降、長時間
                                                   
る 30 代男性の 4 人に 1 人が週 60 時間以上働いていることを指摘している。 











第 1 に、休業者を除く男性従業者に占める週 60 時間以上労働比率の変化である(総務省
統計局『労働力調査年報』より)。当初安定していた週 60 時間以上比率は 1998 年以降急上





第 2 に、20 歳代後半から 30 歳代の男性正社員が、その他の年齢層に比べて週 60 時間以
上働く傾向が強まっている。なかでも 35 歳以上 39 歳未満が週 60 時間以上働く確率が、
2002 年以降高まっていることから、30 代後半などの中堅層における長時間労働による業務
負担の強まりを予測している(総務省『就業構造基本調査』より)。また、ここでは勤続年数
との関係についても論じている。すなわち、1992 年および 1997 年に週 60 時間以上比率が
相対的に高かったのは、勤続 5 年以上 10 年未満もしくは 10 年以上 15 年未満の中堅勤続
層だった。それが 2002 年になると、各勤続年数区分ともに共通して週 60 時間以上比率は
上昇する。そのうち入社後まもない短期勤続層ほど上昇割合は大きく、勤続 2 年未満が最
も高くなっているのである。長時間労働をしている確率が最も高かったのは、1992 年時点





































1989 年のデータをもとに算出した 340 時間よりも増加している。この点について、森岡孝
二(1995)は、「深刻な不況のなかで残業が減っているといわれながらサービス残業が増えて
いるのは、企業が不況を理由に残業手当の予算枠を低く抑え、残業手当の支払いに以前より










































































































                                                   
15白井泰四郎(1992)、p.139 参照。 












































































まず、法定労働時間の枠を柔軟化する制度として、1987 年および 1993 年の労基法改正














 変形労働時間制とは、1 ヵ月や 1 年間などの単位期間において、所定労働時間の合計が法
定労働時間の総枠(単位期間内の労働日数×8 時間)のなかであれば、1 日、1 週の所定労働











































































































































                                                   
40島田陽一(2010)、pp.154-157。 

























































































































































































加した。2006 年度では 355 件(うち死亡は 144 件)であり、「過労死」等の労災請求件数も少
























大きな意義がある研究蓄積と言えよう。よく知られているように、1886 年 5 月 1 日、アメ
リカの労働組合が敢行したゼネラル・ストライキのスローガンは「第一の 8 時間は仕事の
ために、第二の 8 時間は休息のために、そして残りの 8 時間は、おれたちの好きなことの
ために」であった。メーデーの起源とされるこのゼネスト以来、労働科学の研究蓄積は、労



































































































































































































































































すすめる方策がとられる。例えば、常昼勤、昼夜 2 交代、3 組 2 交代、フレックスタイム、
































































































































































































































































































































































































                                                   
2日本労働政策研究･研修機構(2007)、p.5。 
1990 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
日本 2,031 1,884 1,821 1,809 1,798 1,799 1,787 1,775 1,784 1,785 1,771 1,714 1,733
アメリカ 1,831 1,844 1,836 1,814 1,810 1,800 1,802 1,799 1,800 1,798 1,792 1,768 1,778
イギリス 1,765 1,731 1,700 1,705 1,684 1,674 1,674 1,673 1,668 1,670 1,665 1,643 1,647
ドイツ 1,578 1,534 1,473 1,458 1,445 1,439 1,442 1,434 1,430 1,430 1,426 1,390 1,419




















1)資料出所：ILO（2007）Working time around the world: Trends in working hours, laws, and policies in a global 
comparative perspective. 








 1947 年、労働基準法が制定され、法定労働時間は 1 日 8 時間、週 48 時間を原則として
                                                   
3大橋勇雄･中村二朗(2004)、p.4。 
1995 2000 2004
日本 31.8 28.1 28.5
アメリカ 18.6 18.9 17.3
イギリス 25.0 24.9
フランス 6.7 6.1 8.6






















の週休二日制の普及を参考として、週 40 時間制、週休 2 日制の実施を目標とするよう提案
した。その後、週休 2 日制は、一部の企業で徐々に採用され始めたが、1972 年には、労働
省に設置された「労働者生活ビジョン懇談会」から「週休 2 日制普及促進の考え方と推進策
について」とする報告が出され、それに基づき行政指導がおこなわれた。その後も着実に労
働時間短縮は進むかに見えたが、1973 年の第 1 次石油危機の影響とその後の不況の結果、











されたのである。こうして法定労働時間は 1988 年より週 40 時間に改正されるとともに年








































































































































































 全残業時間 支払い残業時間 「サービス残業」時間 
金属 20 19.4 0.6 
化学、繊維 16.4 14.4 2 
食品製造 21.1 17.9 3.2 
資源エネルギー 16 15.3 0.7 
交通、運輸 22.2 20.6 1.6 
サービス 20.3 18.5 1.8 
商業 22.8 15.7 7.1 
金融、保険 32.1 12.2 19.9 
情報、出版 31.5 27.5 4 
建設、木材製造 20.5 18.9 1.6 
その他 19 19 0 
早見均(2002)「労働時間は減ったのか」『日本労働研究雑誌』No.501、pp.52-53より作成。 
 






















た(図：２－５)。「サービス残業」従事者は、2004 年は 39.3%、2005 年は 43.2%、2006 年













通達を出してきた（2001 年 4 月「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置







































































における日本の企業等数は、412 万 8216 企業、事業所数は、576 万 8490 事業所である
17。労働基準監督署による「サービス残業」是正勧告の対象となる企業は、「定期監督及び
申告に基づく監督等を行い、その是正を指導した結果、不払いになっていた割増賃金の支
払がおこなわれたもののうち、その支払額が 1 企業当たり合計 100 万円以上となったも

















































































































































































































厚生労働省(2005)「平成 17 年労働安全衛生基本調査結果」によると、事業所規模 1000 人
以上の事業所では 82.0%の労働者が、過去一年にメンタルヘルス上の理由で休業したこと
が明らかになった。そのうち、97.3%は 1 ヶ月以上の休業である24。また、2005 年に独立行
政法人労働者健康福祉機構が全国 20ヶ所の労災病院で実施した「勤労者心の電話相談」は、
相談件数は前年度比 17.0%増の 1 万 9178 件であった。相談内容は、「上司との人間関係」




















































































































































































































































































































































































第３章 1990 年代までの労働時間管理 
―――日本の労使は“労働時間”をどのように扱ってきたのか――― 
 










































まず年間総労働時間をみてみよう。これによれば、1999 時間以下から 2500 時間以上へ
の 10 段階にほぼ一様に分散していることがわかる。これは年間の総労働時間が広く各段階
に分散していたこと、週 48 時間労働の時代であったから、年間 100 ないし 300 時間程度の
時間外労働が行われるためにこのような分散が生じたものと考えられる。わずかながらも




                                                   
2この調査は 1969 年に実施されたものである。調査対象会社は、各種団体の選定により












上とする企業が 9.9%に対して、日勤ブルーカラー労働者で 45 社(日勤ブルーカラー労働者
採用企業の 15.2%)、交替勤務ブルーカラー労働者で 39 社(交替勤務労務者採用企業の
21.7%)と、ブルーカラー労働者の方が総実労働時間の長いところに多く分布している。ま
た、同じブルーカラー労働者で比較してみると、交替制勤務者の方が日勤のブルーカラー労





































































交替制 127 社で実施率 60.8%、3 交替制 131 社で 62.7%、1 昼夜交替制 15 社で 7.2%、そ
の他 3 社 1.4%であった。 
2 交替制と 3 交替制をさらに組編成によって細分した場合、2 交替制では実施 127 社中
89 社(70.1%)が 2 組 2 交替制をとり、その他は 3 組 2 交替制 22 社(17.3%)、4 組 2 交替制、
組編成不明またはないものそれぞれ 8 社(6.3%)である(図３－４)。また 3 交替制では実施
131 社中 92 社(70.2%)が 3 組 3 交替で、4 組 3 交替も 29 社(22.1%)とかなり見られ、7 組 3
交替が 4 社(3.1%)、組編成不明またはないもの 6 社(4.6%)となっている(図３－５)。 






























































2 交替制勤務が代表的である企業は、77 社(うち製造業 61 社)であったが、それらの企業
の所定内労働時間は、第 1 直が 7 時間台(74%)、第 2 直が 7 時間台(70.4%)となっており、







3 交替制勤務が代表的である企業は 119 社(うち製造業 94 社)あり、各直とも 2 交替の場
合と同様 7 時間台が多いが、その割合は、各直で若干異なっている。第 1 直は、7 時間台 93
社(78.2%)、6 時間台が 16 社(13.5%)であった。第 2直は、7 時間台 67 社(56.3%)、6 時間台
30 社(25.2%)、5 時間台 13 社(10.9%)であった。第 3 直は、7 時間台 69 社(58.0%)、8 時間
台 25 社(21%)、9 時間台 14 社(14.9%)と 3 直の中では、比較的に長い所定内労働時間であ
る(図３－７)。 




























































































で 104 社(31.1%)、製造業で 93 社(45.7%)であるのに対し、100 時間以上とする企業も全産




定している場合には 1 月あたりに換算すると、100 時間以上となるものが多いためである」
と説明している。また、この結果を産業別にみると、製造業では 30~59 時間とする企業が

























































































業着に着替えて、仕事にかかっていた。逆に終業時には、夕方の 5 時就業とすれば、4 時 30






5 時にタイム・レコダーを押せば「終業 5 時」となっていた。これは、工場経営者の立場か







に作業を開始“させる職場まであったという。終業時には、午後 5 時なら 5 時までフルに
働き、それからタイム・レコダーを打刻して、汚れ仕事の場合はシャワーを浴びて門まで歩





















改正で週 40 時間制になったことが背景にあるが、1 日の労働時間を短縮しないで休日をふ
やした理由は、通勤事情とも関連していた。混雑する交通機関での長時間通勤は、労働者が

















































































































































































































































































働時間短縮を進めていくためにも、4 組 3 交替への移行の必要性を強く主張した。それは、




多くのプラスの面がある、これが 4 組 3 交替への移行を必要とする理由であった17。 
























































ために、第二の 8 時間は休息のために、そして残りの 8 時間は、おれたちの好きなことの
ために」が現実味をもってくるのは、ICT とグローバリゼーションがホワイトカラー労働者





























































































































































出典は、J. Atkinson(1985)Flexibility, Uncertainty and Manpower management,  






















ヨーロッパ 低い 大きい 低い 低い 
日本 高い(ボーナス) 低い 高い 企業内及びグループ
内での異動あり 
アメリカ 中程度 かなり低い 低い 中程度 



















































                                                   
15佐藤厚(2008)、pp.27-28。 
16浪江巌(2010)、pp.85-86。 






















































                                                   
18中野麻美(2005)、pp.2-4。 






































































の Off-JT 受講者比率変化を明らかにしている。調査時期が 2005 年であることから、人材
育成の近年の動向を知る手がかりとなる。そこで指摘されているように、1970 年代から
1990 年代までは Off-JT 受講者比率は上昇傾向にあったが、2000 年代に急激に低下してい
る。また、受講対象となる年齢も、70 年代、80 年代、90 年代、2000 年代に移るにつれ、
高くなってきている(表４－２)25。 
                                                   
22日本経営者団体連盟(1995)、p.48-49。 
23堀龍二、(2002)、pp.184-183。 
24調査の対象は、全国の市区町村に居住する満 25 歳以上 54 歳以下の男女 5000 人で, 調






表４－２ Off-JT 受講状況 
 70 年代 80 年代 90 年代 2000 年代 
















答した正社員の 9 割以上が Off-JT が役に立っている(「役に立った」+「どちらかというと
役に立った」)と回答している。Off-JT が役に立ったという事実はここから確認できるが、






































































































































































































































































                                                   
41小倉一哉(2007)、pp.158-164。 






































働時間制には、1 ヵ月変形制(32 条の 2)、1 年変形制(32 条の 4)、1 週非典型変形制(32 条の
5)、フレックスタイム制(32 条の 3)の四種類がある。 












 1 ヵ月単位の変形労働時間制は、1947 年の労働基準法制定当初から認められていた 4 週
間以内の変形労働時間制を拡張したものである。具体的には、1 ヵ月以内の変形期間の労働
時間が平均して法定労働時間である週 40 時間を超えないならば、特定の日や特定の週に、
法定の 8 時間ないし 40 時間を超えて労働させることができる、という内容である。 
 1 年単位の変形労働時間制は、1993 年まで認められていた 3 ヶ月単位の変形労働時間制
を拡張したものである。年間単位の労働時間管理をすることにより、休日を増加させようと
いう趣旨がある。変形期間として 1 年以内であればどの様な期間でもよく、したがって、6






























2) この調査は平成 12 年度より、調査対象期日を 12 月末日現在から翌１月１日現在に変更し、名称を「平成 13 年


























1)1 年単位の変形労働時間制については、平成 5 年(1993 年)までは「3 か月単位の変形労働時間制」の数値である。
（労働基準法の改正により、平成 6 年 4 月から最長の変形期間が 3か月から１年に延長された。） 
2) この調査は平成 12 年度より、調査対象期日を 12 月末日現在から翌１月１日現在に変更し、名称を「平成 13 年 
就労条件総合調査」と変更しており、「平成 11 年賃金労働時間制度等総合調査」と継続している。 
 
以上をまとめると、変形労働時間制 1980 年代後半の法制定以降、導入率が上昇し、ピー












































初は、1 日 9 時間週 48 時間という上限規制が設けられていたのだが、企業側の「利用しづ
                                                   
45岩出博(2002)、pp.236-237。QWL については、未だ明確な定義はない。用語そのもの
は、デイビス(L.E.Davis)らによって 1960 年代後半に、広く産業界に蔓延していた「職場





























る。極端な場合、1 日１時間だけ働いても「みなし」時間分（例えば 9 時間）働いたとして






































































1) この調査は平成 12 年度より、調査対象期日を 12 月末日現在から翌 1 月 1 日現在に変更し、名称を「平成 13 年



































1) この調査は平成 12 年度より、調査対象期日を 12 月末日現在から翌 1 月 1 日現在に変更し、名称を「平成 13 年













時間制度の平均 30.2 時間を約 8 時間上回っているという。さらに、賃金不払法定外労働が
相当あるだろうとの推測をしている。その理由は、裁量労働制の対象者は、いわゆる専門職













1996年 1998年 2000年 2002年 2004年 2006年 2008年 2010年 2012年



















































































































































































































ていると言えるだろう。これがすなわち Thompson(2003)の指摘する Disconnected 
Capitalism である66。正規ホワイトカラーの長時間労働は ICT とグローバリゼーションに
よる市場原理主義がもたらす Disconnected Capitalism の日本の姿の断面なのである。 
労働の現場、すなわち職場の人事労務管理に視点をおいた長時間労働問題を分析するこ
とによって、いかにして、日本の社会において Thompson(2003)が指摘する Disconnected 




こうした視点から、続く第 5 章、第 6 章では、長時間労働問題に対し、働く現場でいかな
る取り組みを行い、解決を試みているのか、労使の労働時間短縮へ向けた取り組み、および









































































































































                                                   
6経済団体連合会(2011)、pp.39-40。 




















                                                   
調査し、組合員個人を対象に個々人の実態及び意識、要望等を調査する目的で実施され
た。 
労働組合 624 組を対象とし、413 組から有効に回収した(有効回収率 66.2%)。労働組合員
調査の配布は、5125 枚を配布し、3433 枚を有効に回収した(有効回収率 67.0%)。詳細に
ついては、連合総合生活開発研究所(1991)、p.29 を参照。 




















































きという組合が 8 割に近かったにもかかわらず、わずか 4 割が具体的な目標を持って取り
組んでいるにすぎないということになる。労働組合のこの所定外労働時間削減に向けた取
り組みの立ち遅れは看過すべきではない。また、規制値を設定している組合の規制内容は、
「月当たり」が大半で、平均 37.0 時間となっており、男性の月当たり三六協定の平均 42.8






























































































































































































































                                                   
11この調査の対象は、連合の登録組合および主要組合である。連合の登録組合 1160 組合
(うち主要組合 533 組合)に調査票を配布し、うち登録組合で 827 組合(組合員数は、




































































































 しかしながら、この時短方針が出されて 5 年が経った 2012 年の今日でも、その目標が達
成されていないのが現状である。この原因は何か。筆者は、労働側の取り組みが、労働時間













































は、2005 年から 2008 年にかけて、長時間労働対策を行っている企業の事例紹介を行う特
集を組んでいる。そこから、8 つの事例を取り上げる。以上、合計 23 の事例をもとに、職
場における労働時間短縮への取り組みがいかに展開されているのか、分析を試みる。 
事例の扱いに際し、経営側の資料に基づくものに関しては M、労働側の資料に基づくも






















 表５－１ 労働時間短縮の取り組み分類表 
  1：労働時間短縮のみ ２：人事労務管理にまで踏み込んだ労働時間短
縮 







分類の結果として、第 1 に、経営側のみで取り組んでいる事例は、23 の事例のうち、わ
ずか 2 事例のみであった。あとの 21 の事例は、労使共同で行われていた。すなわち、労働
時間短縮への取り組みは、労使共同で行われているものが多いのである。 




































経営側による取り組みを行っている事例は、R21 と R23 の 2 事例である。経営側による労
働時間短縮への取り組み事例の中身について、分類をすると表５－２のようになる。ここで
挙げられている 2 事例では、主に、業務の改善を中心とした取り組みが行われている。 
 
  


















































































































































































員が必要である。要員管理の見直しを行ったのは、L7、L8、L9、L10、L12、R18 の 6 事
例である。 































































































































































行われた労働時間短縮の取り組みでは、2 事例中 2 事例が、フレキシブル化とは逆の方向へ
向けた試みをしていた。すなわち、上司やネットワークシステムを用いた労働時間管理の強
化、またみなし労働時間制の廃止である。 
























を展開している A 社の事例を取り上げ、分析を試みる。 
175 
 
























労働時間短縮運動(A 社ではこれをタイムマネジメント運動と呼んでいる。以下 TM 運動)を










－１)。これによると、倉庫･運輸関連(35.2 時間)を筆頭に、陸運(34.8 時間)、建設(29.8 時
間)、不動産(26.9 時間)、情報･通信(25.8 時間) となっている。月当たり平均の時間外労働が



























A 社は、国際航空貨物混載国内 2 位の会社である。1970 年代から海外展開によりサービ
ス網を充実、現在、世界 30 ヶ国･189 都市･273 拠点のネットワークを駆使した「世界五極
経営体制」の下、総合物流企業として、主力事業の国際航空貨物輸送を中心に、国際海上貨
物運送、ロジティクス事業等を地球規模で展開している。また、商船三井と資本･業務提携
をしている。本社は東京千代田区にあり、資本金は 72 億 1600 万円である。2008 年 3 月時
点の従業員数は連結で 8069 人、本社単体で 1071 人(調査を開始した 2009.5.29 の段階で
は、1072 人)である。従業員の平均年齢 39.4 歳、平均年収は 818 万円である。A 社労働組
合は、ユニオンショップ協定を結んでおり、およそ 630 人の組合員(調査を開始した 2009
年 5 月 29 日時点)から構成されている。 
A 社においても他企業と同様、非正規雇用者の活用が確認できる (図６－２)。2002 年以
降の A 社の従業員数推移をみると、全従業員数に占める非正規雇用者比率は、4 割前後で
推移している。A 社の労使協議で所定外労働時間が度々問題視された 2004 年までに、非正
規雇用者数は減少傾向にあったが、本研究で着目するタイムマネジメント運動(以下、TM 運
動)実施時期である 2006 年にかけて、増加傾向にある。その後、2007 年にかけて、一度非
























て取れる。また、リーマンショックの影響を受け、2009 年から 2010 年にかけては、非正
規雇用労働者数は減少している。 
 
図６－２ A 社本社単体従業員数推移 
 





3735 号/08.10.10 号、pp.21-35)に基づいている。この記事に基づき、筆者は A 社人事部と
労働組合にメールで詳細を質問し、2009 年 5 月 29 日、2009 年 6 月 12 日、2009 年 7 月 3








2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
正規 1028 936 958 994 1017 1036 1071 1073 1126 1123 1092 1114
非正規 744 654 640 648 744 658 916 856 448 464 509 457


























A 社では全社および全部署で 1 ヵ月単位の変形労働時間制を導入している。 
変形期間は「1 ヶ月」であり、その起算日は毎月 1 日となっている。また始業･終業時刻
は原則午前 9 時~午後 6 時である。また、時間外労働はその上限を労使協定で決めている。
具体的には、1 日 4 時間、1 ヵ月 40 時間、1 年 360 時間である。現在、1 ヵ月の時間外平
均は 30 時間程度であるという。また出退勤の管理は、基本的に手書きの出勤簿上でおこな
われている。 

















 後にみるように時間外の労働が月間 100 時間を超える者が出るなど、長時間労働者がみ
られる実態があるが、そのように対応してきたのだろうか。聞き取りでは、基本的には、各
部署の所属長の判断にゆだねているという。前述のとおり、所属長には部下の勤務状況が定
期的に報告されるため、例えば、その月の残業時間(協定上の上限は月 40 時間)が 30 時間を
超えているケースなど、個別に問題があれば、直近の勤務状況を踏まえて、その都度フォロ
ーするという形が多いようである。 
 また、2006 年 4 月施行の改正労働安全衛生法等に沿って、長時間残業が続いている社員

















資料６－１ TM 運動推進体制 




TM 運動を始める以前の 2004 年、A 社では、所定外労働時間増加が問題視されている。
組合から提供された貴重な資料、表６－１によると、2004 年、4～9 月の 6 ヶ月で、時間外
労働が平均 45 時間/月を超える人数は、101 人、9 月の月間時間外労働が 100 時間を超えて
いる人数は 5人、4～8 月の間で 80 時間以上の時間外労働を行った人数は 43 人であった5。
超長時間労働が常態化していたのである。 
こうした状況を受け、A 社労働組合機関紙では、「変形労働時間制を全社的に導入した
1998 年 10 月以来、比較的低水準で推移してきた時間外労働は、ここ数年増加傾向にあり
ます。本年 6 月には、変形労働時間制を導入する前の水準である月間 20,000 時間の大台を
再び超え、現在でもこの高水準のまま推移しています。『一人当たりの月間労働時間』につ
いても、三六協定で取り決められている年間水準を超える勢いです」6と、組合員への警鐘
                                                   






表６－１ 2004 年度一人当たり月間時間外労働の推移(時間) 
 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 2003 年度 2004 年度 
一人当たり 29.2 27.0 31.6 32.5 31.7 36.3 29.4 26.2 
A社労働組合機関紙(2004c)「A社 Union News」No.6より筆者作成。 
海外研修生、求職者、労働組合専従者を除く。2003年度、2004年度は参考数値。 
 


























































資料６－２ A 社における TM 運動の位置づけ 
A 社における TM 運動の位置づけ 
 
■シゴトと私生活の両立 
 今回の時間外労働削減運動は WB 確立のための第一段階の施策である。WB の基本的な
考え方は、シゴトと私生活の両立である。社員一人ひとりが、やりがいのあるシゴトと、充
実した私生活とのバランスを保ちながら、その能力を最大限、シゴトで発揮できるしかけを































































































































資料６－５ MM(Man Machine)チャート 
 





















































 TM 運動発足時に当たり、A 社労働組合は、基本スタンスを発表している。Union News
の中で、A 社労働組合は、「労働組合として、会社と共同で取り組んで行くこととなりまし
                                                   

































                                                   




























4 時間、1 ヵ月 40 時間、1 年 360 時間で労使協定している。 
 さらに 2011 年度には、労使交渉の結果に基づいて、特別条項付三六協定として新しく締
結し直している。A社労働組合(2011)「2010年度の三六協定順守の取り組みレビューと 2011
                                                   
17A 社労働組合(2007b)「Union News」No.24、p.4。 




適用制限は、1 日 5 時間 30 分以内、1 ヵ月 80 時間以内、1 年につき 720 時間以内とし、た







































































外労働 60 時間が生まれた時点で注意を喚起して、時間外労働 80 時間に達しないような工
夫を箇所に促す必要があるとしたのである。第二に、「月間 40 時間を超えて延長できる回






















この点に関し、A 社労働組合機関紙は、「直近の三ヶ月間、特に 12 月、1 月については、
過去三年間を振り返ってみても非常に低い数値となりました。これを成果とするには時期
















                                                   




資料６－９ TM 運動開始 3 ヶ月後の結果 
 
A 社労働組合(2007a)「Union News」No.20、p.1 より抜粋。 
2006年 11月の TM運動開始から 3 ヶ月経過後、A社労働組合が作成。 
ひと月の社員(指導職以下)の時間外速報値を基に 2004年から 3年間の実績を以下のグラフにしている。 
 





















 さらに A 労働組合は、2007 年度の TM 運動の取り組みの成果として次の三点を挙げてい
る。一つ目は、年次有給休暇取得率が向上したことである。計画年休の開始前と開始後を比























































の 20 人のなかには、求められる能力の半分に満たない者(能力が 12 以下の者)が 10 人存在
する。この中に、派遣社員が含まれていることが推測される27。 


















資料６－１１をみると、正社員 2 人(A 係長と B 主事)、そして派遣社員 C の 1 日の仕事
の流れが記されている。この表からは、労働時間のみならず、任される仕事の中身も違うこ
とが確認できる。この資料をもとに、三人それぞれの 1 日の労働時間に占める休憩時間、待






 まず、A 係長の労働時間は 600 分であり、そのうち休憩が 40 分、待ち時間が 60 分とな
っている。600 分のうち 100 分(一日の労働時間の 16.7％)が、待ち時間および休憩時間とい
うことになる。続いて、B 主事の労働時間は 480 分であり、そのうち休憩が 40 分、待ち時
間が 60 分となっている。480 分のうち 140 分(1 日の労働時間の 20.2%)が待ち時間および
休憩時間となっている。最後に派遣社員 C の労働時間は 500 分であり、そのうち休憩が 60
分、待ち時間が 80 分、アイドルタイムが 60 となっている。500 分のうち 200 分(一日の労
働時間の 40％ )が、待ち時間および休憩時間ということになる。派遣労働者 C の労働時間
は、正規雇用労働者と比較して短いことに加え、待ち時間および休憩時間は、A係長の 2.4
















































                                                   
















































































































































































































































































































































































































































































































 第三に、スキルレベルを上げていくことである。第 4 章でスキルレベル向上の自己責任












































































































ために Disconnected Capitalism という研究視角・方法にどれほど有効性があるのか、こう
した研究が必要である8。これが筆者に残された二つ目の課題である。 





















                                                   





































































                                                   
22009 年 3 月 31 日の会社概要については、以下の通りである。創業：1949 年 9 月 1 日。
資本金：239 億 7,200 万円。売上高：2,419 億円(連結)、748 億円(単体)(2009 年 3 月期実
績)。事業内容：各種スポーツ用品および、各種レジャー用品の製造および販売。所在地：






































































                                                   
32009 年 3 月 31 日の会社概要については、以下の通りである。創業：1949 年 9 月 1 日。
資本金：239 億 7,200 万円。売上高：2,419 億円(連結)、748 億円(単体)(2009 年 3 月期実
績)。事業内容：各種スポーツ用品および、各種レジャー用品の製造および販売所在地：兵




































                                                   
42009 年 3 月末の会社概要については、以下の通りである。設立：1885 年 9 月 25 日。資
本金：885 億円。売上高：24.300 億円。事業内容：総合物流事業。所在地：東京千代田区







































































M4 は 2005 年 4 月より持ち株会社に移行し、各事業会社がそれぞれの属する業界の熾烈
な生き残り競争に勝ち抜くべく、各社社長の責任の下で自立した経営の実現をめざしてい
                                                   
52009 年 3 月末の会社概要については、以下の通りである。設立：1945 年 12 月 1 日。資
本金：30,307 百万円。売上高：474.515 百万円(連結)(2009 年 3 月期)。事業内容：加工食
品事業、水産事業、畜産事業、低温物流事業、不動産事業、バイオサイエンス事業。所在






とするワークライフバランス(以下 WLB)分科会を 2006 年度から立ち上げ、労働時間の適
正化に向けたモニタリングのほか、次世代育成支援対策推進法(行動計画)の対応やグループ
















































働側の労働時間短縮運動がやり易い背景があった。L5 では、工場の稼働時間を、朝 6 時半
から翌日の 0 時 45 分までとしており、例え 2 勤(遅番)勤務であっても、従業員の生活時間
への負担を最小限とする工夫がなされている。 













                                                   
6A 社は、東京に本社をおく自動車メーカーである。従業員数は約 31.000 名(男 29.800
名、女 1.400 名)、従業員の平均年齢は、男 34.4 歳、女 27.4 歳、平均勤続年数は、男






第 1 に、所定外労働時間協定を結ぶことである。L6 では、月間 40 時間、支部・工場間





さらに、L6 では、会社と労働組合の双方とも 1993 年に年間総実労働時間を 1800 時間と
することを基本的に合意し、90 年 6 月に労使による「ゆとり創造委員会」をスタートさせ、
現在検討中である。91 年度末には、最終答申をえて 93 年度には 1800 時間を実現すること
にしている。年間総実労働時間 1800 時間を実現するには、現行より 250 時間短縮する必要
があるが、組合としては、所定労働時間の短縮(休日増、1 日所定労働時間の短縮、ボランテ
ィア休暇、介護休暇など)で 150 時間程度、年休取得によって 20~30 時間、時間外労働を 75















                                                   
7家庭電気を中心とした総合電機メーカーで、世界的大企業であるが、B 社の経営状態は、
わが国電気メーカーのなかでも収益性、生産性ともにトップクラスの位置を占める優良企
業の一つである。従業員数は 5 万 8000 名、うち男子 4 万 5000 名、女子 1 万 300 名、平
均年齢 33.0 歳、平均勤続 12.7 年である。 
8首都圏をエリアとする大手百貨店で本社(本店)は東京。従業員数は約 5,400 名(男役 1,900
名、女約 3,500 名)、従業員の平均年齢は、男 40.0 歳、女 31.1 歳、平均勤続年数は、男


































                                                   
9関西以東に 100 以上の店舗を展開する大手チェーンストア。従業員数は約 12.700 名(男約
8,500、女約 4,200)で、従業員の平均年齢は男 32.5 歳、女 25.2 歳、平均勤続年数は男
9.2、女 4.1 である。 
10東京に本社をおく大手ホテル。従業員数は約 1700 名(男約 1400 名、女約 400 名)、平均
年齢は男 36.7 歳、女 26.8 歳、平均勤続年数は男 14.6、女 6.4 である。本館に加え、都内





























など、これからの自発的な取り組みについても明記されている｡A 労働組合は、2005 年 2～
3 月に食品部の組合員を対象とした『働き方実態調査アンケート』を実施した｡そこで明ら
かになった直近 1 カ月(1/16～2/15) の 1 日平均サービス残業時間は、販売職で 112 分、
主任で 91 分という大変ショッキングなものであった｡サービス残業をする理由を聞いた質












































                                                   


































                                                   
13 ファミリーレストランを関東・東海地区を中心に展開する大手企業である｡店舗の 90％
は 24 時間営業で, 一般的な店舗では正社員 2 人(店長, 副店長) に加え, 店舗によってはフ
ロア, キッチンにそれぞれリーダーの正社員がいる場合もある｡それ以外は, すべてパート


























時刻の差 30 分以上、1 時間以上｣の延べ回数と｢両者の逆転｣の延べ回数、および｢退社時刻
21 時以降、22 時以降｣の延べ回数を集計している｡｢終了時刻と退社時刻の差 30 分以上｣









の実施の 8 項目である｡各項目について、1～3 点で所属長と支部長がそれぞれ評点するし
                                                   
14南東北を地盤とする清涼飲料水販売会社で, 現在約 1090 名の従業員を擁する｡職種ごと
の従業員構成は, 営業職が約 4 割, サービス・オペレーション職が約 4 割, 管理・事務職
が約 2 割である｡ 
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くみで、満点は 24 点である｡2006 年 1 月の実績でみると、全社の所属長の平均点は 20.1 
点、支部長の平均点は 20.4 点である｡ただし、事業所間の格差は大きく、支店間の比較で































見切りなど、業務の調整につなげている｡なお、2004 年 12 月より、労働時間の適正把握の
                                                   

































2005 年 5 月、本店マネジャーなどの管理責任者約 400 人を対象に、「労働時間管理に関
する説明会」を実施した。また、一般社員および服務管理者(職場単位で管理者に次ぐ立
場の人を任命)に対する集合研修も合わせて実施した。支店や発電所等の事業所において
                                                   
16世界最大の民間電力会社で、業界の主導企業。2005 年 3 月末時点の会社概要は以下の通
りである。本社：東京都千代田区内幸町 1-1-3。資本金：6764 億円。従業員数：3 万 6283

































   時間外労働の事前指示をルール化し、上司と部下のコミュニケーション強化をねらっ
ている。きわめてオーソドックスな管理方法だが、上司と部下のコミュニケーションツ
ールの一つとしても位置付けている。パソコンによるデジタルな新システムとアナロ
グな「労働時間管理表」の 20 チェックで管理を徹底しようという考えである。 
















る。厚生労働省の時間管理強化の取り組みが 6 月、11 月であることから、これに併せ
ることとしている。 
  また、「時間外・休日労働ガイド」を作成し、含む管理者の事前指示の徹底や各人の管






   今後の取り組み課題となっているのが、各人の時間外労働 1 位時間当たりの単価の明
示(グループマネジャー、本人)や、各職場の 2004 年度時間外手当総額などを、イント
ラネット上で店所長・事業所長に目地するなど、準備中である。 
ウ. 全社員への e ラーニング実施 
   先に触れたように、今後実施予定であり、効率的な業務遂行、家庭と仕事の両立への意
識付けを行うべく、準備中である。 
エ. 労働時間の実態に関する情報公開(見える化=視覚化) 


























  同社では、89 年からフレックスタイム制を導入している。対象は本店、支店本部等の
















                                                   
171963 年設立。国内大手の規模を誇る旅行業で蓄積したノウハウを基に、約 160 社に上る
グループ企業を通じて多種多様な関連事業を展開。2005 年 8 月 31 日時点の会社概要は、


















 こうした経緯を受けて、2004 年 4 月から全社を挙げて、労働時間管理の意識改革に向け



















                                                   
















































































































                                                   
182003 年、発足。2005 年 4 月末の会社概要は以下の通りである。本社：東京都千代田区









た「第 1 階 労使経営審議会」で、労働安全衛生の一環として時間外労働問題に取り組むこ
と、効率的な仕事のやり方について真剣に取り組むことは、R17 の新しい企業風土を構築
していく好機であること――など労働時間管理に関する考え方を労使で確認し合った。同




















対象者は約 200 人である。みなし労働時間：8 時間 45 分／日、裁量労働手当：月間 20.7
時間分の割増賃金相当額となっている。また、出退勤の目安として、「コミュニケーション
アワー」を 10:00~15:00 で設定している(標準労働時間は 7 時間 45 分)。 
 
（２）36 協定の改定 
 取り組みに際し、組合と締結している 36 協定の改定を行った。 
本社・支社部門の協定では、基本協定時間を 3 か月 120 時間と 1 年 360 時間としている。
3 ヵ月 120 時間の上限を超える場合の特別延長ルールは、さらに 180 時間プラスし、合わ
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せて 300 時間まで延長可能となっている。これについて、2004 年 4 月から、行政通達『第
3628 号―04.4.23 108 ページ参照』に基づき、3 ヵ月 120 時間を超える特別延長の適用を
1 年の半分である 2 回までとした。 
  
（３）新就業管理システムの導入 

































































                                                   
19創業 110 年を数える老舗の金属製品メーカーで、中堅規模ながら、主力製品である木工
用・製本紙高揚の機械刃物の分野では、高度な製品加工技術により高いシェアを維持して
いる。2005 年 9 月 1 日時点の会社概要は以下の通りである。資本金：21 億 4250 万円。


















時間管理委員会は年度中に 4 回(4･7･10･12 月)の定期検討会を行い、さらに年度目標の進
捗や、定期検討会で挙げられた課題への対策の実施状況・成果等について月ごとに確認を行
っている。 


















































R19 の本社を訪れると、まず受付県守衛所のゲートを通過する。社員は IC カードの身分
証を持っており、そのカードをゲートにかざすことで入門(退門)時刻が記録される。同管理
                                                   
20カメラ、コピー、プリンタ、半導体製造装置等を中心とした精密機器メーカー。パソコ
ン用プリンタでは最大手。1937 年創業で、2007 年は操業 70 周年にあたる。マルチメデ
ィア・ネットワーク時代に向けた研究開発にも注力。2006 年 12 月末の会社概要は以下の
通りである。本社：東京都大田区下丸子 3-30-2。資本金：1746 億 300 万円。従業員数：2




































                                                   
21世界最大の音楽メーカー。2007 年 3 月末の会社概要は以下の通りである。本社：静岡県
浜松市中区中沢町 10－1。資本金：285 億 3400 万円。従業員数：2 万 5992 人(連結)。平














8 時間を限度」、②1 ヵ月は、「所定時間外・休出合計で 40 時間以内」、③休日出勤は 1 ヵ
月 2 回以内、④最大上限基準は 1 ヵ月 80 時間以内、⑤40 時間超過できるのは年間 6 回
まで――などである。また、以下の点がさらに詳細に定められている。 
1)月間 40 時間超への対応策 
  まず、原則である「月間の残業・休出が 40 時間」あるいは「休出が月 2 回」を超える
場合の対応策をみていく。 
  この場合、翌月分(例えば月 8 月分)の時間外・休出合計が 40 時間を超えることが見込








2)月間 80 時間超への対応策 
  次に、上記「月間の残業休出が 40 時間」を超える場合の手続きを経て、さらに上限で
ある 80 時間を超えた場合の対応策について、フローに沿ってみていく。 













   健康の危険性レベルは、「R1(低い)＝要：残休出 80 時間以下厳守」「R2(中程度)＝要：




事者を除き、年 6 回まで」とする基準について見てみよう。 
年 2 回、4 月から始まる新年度で 8 か月経過した 11 月末時点と 12 か月経過した 3 月時
点に、「40 時間を年 6 回超えた」者の上司に「残休出労使ガイドライン超過報告書」が渡




















































こうした問題意識を踏まえて、R21 では、2005 年 12 月より、全社員を対象にして、22
時に以降の深夜残業と休日出勤の原則禁止を始めた。深夜残業や休日出勤をしなければな
らない場合は、直属上司が事前申請して、事業部長の許可を得なければならないようにした。 
意識喚起のために、同社の本社ビルでは 21 時 30 分、同 45 分に館内放送を流している。
22 時以降の残業禁止としたのは、6 時間を切る短い睡眠時間がうつ状態や心筋梗塞に対し
て高い相関関係を持っていると指摘されていることを受けて、深夜勤務が心身に与える負
                                                   
222001 年 4 月、発足。2002 年 10 月 8 に東証 1 部上場。経営およびシステムに関するコン
サルテーション、情報システムに関する企画・設計・開発・運用・保守、アウトソーシン
グサービスを提供している。従業員の約 78%を SE 職、同 12%を営業部が占める。2007
年 3 月 31 日における会社概要は、以下の通りである。本社：東京都中央区新川 2－20－


































































  また、月の残業時間が 80 時間、100 時間超の社員については、産業医による「OT 面
談」(オーバータイム＝過剰勤務)が義務付けられている。 
・リフレッシュ連９ 
  2005 年に組合から要求があり、同年 7 月より導入されたのが「リフレッシュ連 9」制
度だ。年 1 回以上、年次有給休暇を 5 日間連続取得することを推奨するもので、前後
の週休日と併せて９連休とすることで心身のリフレッシュにつなげるのがねらいだ。
利用しやすいように、2 分割して取得も可能としている。 
  この制度を導入した影響もあって、同社の社員 1 人当たりの年休取得日数は、2004 年
には平均 9.1 日だったものが、2005 年には平均 11.2 日に増加した。2006 年も同水準
を維持し、一定の効果が上がっている。ちなみに、IT 業界の水準では年次有給休暇の




 2005 年 4 月より、全 19 回にわたり「マネジメント集中研修」を実施した。GL(グルー






 R22 では、1 ヵ月 100 時間以上の残業を原則禁止、休日出勤の場合は代休の取得を必須
にするなどを社長方針として全社に明示している。 
また、勤務管理システムで各人の労働時間をチェックし、管理職や裁量労働制適用者を含
む長時間残業者(当月 100 時間以上、2 か月連続 80 時間以上)および上長の名簿詩ストを、
社長をはじめ経営幹部が参加する毎月の経営会議で報告している。長時間労働者としてリ























年 3 月の会社概要は以下の通りである。本社：東京都品川区東品川 4-12-7。資本金：341


































































残業の社内基準は、40 時間、60 時間、80 時間の 3 区間で、それぞれで警告メールのメ
ッセージの内容が異なる。例えば、１ヵ月の残業が 40 時間になると、本人や上司が意識し
ないとすぐに 60 時間、80 時間と残業が増えていく傾向がある。そうならないためにもこの
時点で残業短縮措置を講ずるようにとのメッセージを配信する。 
同社では、残業が 80 時間になると労働組合と個別に協定を締結しなければならない定め
となっている。そのため残業が 60 時間に到達すると、次の目安の 80 時間に達すると協定
締結が必要になることを事前に通知する。さらに 80 時間に達すると、協定締結の必要性と
ともに、厚生労働省が示す過労死と時間外労働との関係で、発症前１ヵ月間におおむね 100




















（８）年 3 日間の計画年休の確実な取得 
同社では、労働組合との取り決めで、年休を充当した 5 日間の全社一斉の夏休みのほか、


















































時短強化月間に定めている 10 月と 11 月を除き、ノー残業デー時の残業届けは廃止し、
休日出勤は当月 2 回までは届出を不要とした。残業は 40 時間以上の際の届け出はなくし
て、その代わり当月 80 時間や 100 時間以上の長時間残業の見込みがある場合や、36 協









 2007 年 7 月には、働いていた時間ではなく仕事の成果で処遇することを明確にするため






















































具体的には、2004 年 11 月にマンションギャラリー(販売センター)の定休日を設定(毎週
火曜日)。月 1 回、フレッシュアップデーと称してノー残業デーを導入した。2006 年 4 月に
は積立保存休暇制度の導入(時効消滅する年次休暇を組み立て、質病の療養や家族の介護な
どによる長期休業に充当できる制度)。また、2006 年度には、夏季休暇を 5 日間とし、前後











ンを提供。2008 年 3 月時点の会社概要は、以下の通りである。本社：東京都渋谷区千駄

















月 33 時間(年 296 時間分)の時間外手当固定制とした(1 年で出勤日数が最も多い 6 月をベー
























る日の出勤時刻の繰り下げた分だけ終業時刻も繰り下がるが、終業時刻事態は 7 時間 30 分
とかわらないために時間外労働の削減につながる。また、健康管理面への配慮というねらい
もあるという。 
従来の 3 種類の時差出勤(始業時刻：10 時～、11 時～、13 時～)を、時差出勤 A~E の 5










①部署・支店ごとに月 2 回実施を徹底 
 フレッシュアップデーは、部署・支店単位で設定・実施するノー残業デーのこと。以前か
ら月 2 回の実施を推奨してきたが、実効を高めるために運用を徹底することとした。 
 2004 年 10 月の導入当初は、月 1 回、前者一律で運用していたが、現実には部署ごとに
業務の流れや繁閑の時期が異なるために、あまり実行が上がらなかった。そこで 2006 年
4 月には月 2 回の実施を推奨する一方で、前者一律のルールを改めて部署や支店ごとの自
主運営に任せることにした。 
②被評価者アンケートを実施して、各部署に徹底を促す 
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